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１．問題と目的：コロナ予防苦戦県は基礎学力向上も苦戦する理由を探る
未だにコロナ禍の只中であるが、2022年夏のコロナ第７波の感染状況を都道府県別で
みた場合、『全国学力学習状況調査』(以下「学テ」)の正答率と負の相関があることに気づ
く。この原因としてより厳密な数字が確認できる８月前半時点でのコロナワクチン３回の
接種率(首相官邸8月5日公開リンク切れ，現在はデジタル庁HPで確認可能)を確認した。
その結果，47都道府県のワクチンの３回接種率と「学テ」正答率は中程度に強い相関があ
ることが明らかになった(図表１)。また,もともと「学テ」正答率と相関が指摘されている
(例えば,高木2008；高原2015；類似の学校事務職員の分析に神林2015)教職員の精
神疾患による病気休職発生率(以下「精神休職率」)とワクチンの３回接種率は中程度に強
い負の相関を有することが確認できる(図表２群)。つまり「教育困難県(基礎学力苦戦や
教職員精神疾患高リスク)はコロナ予防苦戦県」であることが確認できる。

そこで、本研究は47都道府県で公刊されている統計を広く整理し,「学テ」正答率や「精神
休職」率,ワクチン３回接種率との相関を検討する(以下「N=47の分析」)。これにより
N=47においてあくまで探索的な視点で「基礎学力とはどのような課題なのか？」を議論
し，学力や公衆衛生,メンタルヘルスなどの広い意味での教育改善課題の仮説提示型の議
論を試みる。

https://www.kantei.go.jp/jp/content/kenbetsu-vaccination_data2.pdf
https://info.vrs.digital.go.jp/dashboard/
https://cur-ren.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_main_item_detail&item_id=823&item_no=1&page_id=13&block_id=21
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjep/63/3/63_242/_pdf/-char/ja
file:///C:/Users/takagiryou/Downloads/edu-gNo05-02a01.pdf
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２．研究方法：「N=47の分析」可能な公刊統計を投入し相関を議論

上述３変数の他に，財政や公衆衛生，教育に関する
公刊統計12種類を極力新しいもので「N=47の分
析」が可能となるように数列として整理した。引用
元やデータをア)～ケ）のエクセルブックにまとめ
た。
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２．方法：N＝４７の公刊統計をエクセルで整理し公開し相関を概観

前述の主要変数群(全国学力学習状況調査中１国語A正答率とワクチン３回接種率,教師
の精神疾患による病気休職発生率)の他に県民の健康・生活・運動習慣（ア）、イ））や経済・
収入等（ウ））、学校での健康・部活動（オ）、カ））、地方の財政（キ））、家庭・子育ての概要
（ク））、生徒指導問題（ケ））、犯罪率（ケ））をN＝４７としてエクセルのデータ行列に整理し
なおした。各々のデータの調査実施年,間隔等が微妙に異なっているがいずれも2022年
９月時点で公開済みの最新のものを用いている。
なお、実数であれば人口の大きさに相関が影響されるため発生率であったり人口あたり
の出現率にするなど変数の合成を行っている。概要を【2．研究方法（１）投入データ群１～
５】にまとめる。
なお、相関係数は次のような値をとりあえず
の相場とする。

本データの収集については医療・健康面で飯田
・森村が、児童福祉面で田中・黒田が、心理臨床
面では林が中心的に参画している。

図表３群 相関係数の相場
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〇）主要変数群
中学国語A ワクチン３回接種率(データ元は前述) 教師の
精神疾患による病気休職発生率

各種公刊統計(合成変数)と投入変数

ア）『健康日本21』
2019寿命 2019健康寿命

イ）『社会生活基本調査』
睡眠(分) 休養・くつろぎ(分) 学習・自己啓発・訓練(学業以外)(分) スポーツ(分)
受診・療養(分) 睡眠(％) 休養・くつろぎ(％) 学習・自己啓発・訓練(学業以
外)(％) スポーツ(％) 受診・療養(％) 朝食開始(％) 夕食開始(％)

ウ）『労働力調査』
失業率 非労働人口 完全失業率

２．研究方法 (1)投入データ群1

https://www.nier.go.jp/18chousakekkahoukoku/factsheet/18prefecture-City/18m_101.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinji/1411820_00005.htm
http://toukei.umin.jp/kenkoujyumyou/#r1
https://www.stat.go.jp/data/shakai/2021/kekka.html
https://www.stat.go.jp/data/roudou/pref/index.html
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各種公刊統計(合成変数)と投入変数

ウ）『県民経済計算』
県民所得増加率(2019-2011) 一人当たりの県民所得(2019) 一人当たりの県民
報酬額(2019) 所得あたりの報酬額(2019)

エ）『都市公園データベース』
都市計画区域人口あたり都市公園数 総人口当たり都市公園数 都市計画区域面積あ
たり都市公園数 県面積あたり都市公園数 都市計画区域人口あたりプール数 総人口
当たりプール数 都市計画区域面積あたりプール数 県面積あたりのプール数

オ）『学校保健統計調査』(令和２年度)
肥満出現率(幼稚園) 肥満出現率(小学校６) 肥満出現率(中学校３) 肥満出現
率(高校３） 痩身出現率(幼稚園） 痩身出現率(小学校６) 痩身出現率(中学校３)痩
身出現率(高校３) 目の疾病罹患率(小６) 虫歯罹患率(小６) 虫歯完治率(小６) 虫
歯未処置率(小６) アトピー性皮膚炎罹患率(中３) 尿蛋白出現率(高３) 尿糖出現
率(高３)

２．研究方法 (1)投入データ群２

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/files_kenmin.html
https://www.mlit.go.jp/crd/park/joho/database/t_kouen/index.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00400002&tstat=000001011648&cycle=0&tclass1=000001156246&tclass2=000001156248&tclass3val=0
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各種公刊統計(合成変数)と投入変数

カ）『運動部活動に関する調査結果の概要に関わる基礎集計データ』
平日部活時間 土日部活時間 一週間部活時間 運動部在籍率 文化部在籍率 地
域のスポーツクラブ在籍率 部活動等所属していない率 顧問教員全員が当たることを
原則としている率 顧問教員希望する教員が当たることを原則としている率 顧
問教員その他選定率 (男女別データのため男女の公開値の中央値を算出)

キ）『地方財政統計年鑑』
市人口/県人口（町村人口/県人口） 市面積/県面積(町村面積/県面積) 県人口密
度 市人口密度 町村人口密度 市への人口密度偏(市密度/町村密度)

キ）『日本の統計』「財政」
都道府県と市町村で以下の「一人当たり（万円）」
歳入計 地方税 “地方交付税” “国庫支出金” 地方債
歳出計 民生費 土木費 警察費 教育費

２．研究方法 (1)投入データ群３

https://www.mext.go.jp/prev_sports/comp/b_menu/shingi/giji/__icsFiles/afieldfile/2017/03/08/1382347_007.pdf
https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/toukeiR02.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/05.html
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各種公刊統計(合成変数)と投入変数

ク）『就業構造基本調査』
子育専念合計率 専念あたりの核家族率 専念あたりの同居率 核家族あたりの専
念率 同居あたりの専念率 同居子育て率 核家族子育て有業子育合計率 核家
族あたりの有業率 同居あたりの有業率 有業子育て正規率 正規子育合計率
核家族あたりの正規子育て率 同居家族あたりの正規子育て率 非正規子育て合計
率 核家族あたりの非正規子育て率 同居家族あたりの非正規子育て率 60代有業
率 男60代有業率 女60代有業率 女性既婚率 未婚女性就業率
既婚女性就業率 専業主婦率 兼業主婦率 既婚仕事主率

ケ）『児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する
調査結果(令和３年度)』 ※いずれも、1000人当たりで計算
暴力行為発生率 中暴力行為率 いじめ認知件数 病気長欠率 中学病気長
欠率 不登校率 中学不登校率 コロナ回避長欠率 中学コロナ回避長欠率

２．研究方法 (1)投入データ群４

https://www.stat.go.jp/data/shugyou/2017/index2.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00400304&kikan=00400&tstat=000001112655&cycle=0&tclass1=000001171046&tclass2=000001171047&tclass3=000001171048&result_page=1&tclass4val=0
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各種公刊統計(合成変数)と投入変数

ケ）『令和元年警察白書統計資料』
刑法犯総数率 凶悪犯率 粗暴犯率 窃盗犯率 知能犯率 風俗犯率
その他の刑法犯率

データセット
〇）とア）～ケ）は次のURL（QR）コードのエクセル（ブック）の題名頭文字
https://drive.google.com/file/d/1Y_-
MQQJELKVlKp55COrtL3IbjBV6K483/view?usp=sharing

補足
都道府県面積は, エ） 『令和４年 全国都道府県市区町村別面積調（７月1日時点）』

をもとにする。都道府県人口は, キ）『令和2年度地方財政統計年報 （2 令和2年
度地方財政統計年報）』を参照している。

２．研究方法 (1)投入データ群５ 及び補足

注)ZIP形式
32メガ

https://www.npa.go.jp/hakusyo/r01/data.html
https://drive.google.com/file/d/1Y_-MQQJELKVlKp55COrtL3IbjBV6K483/view?usp=sharing
https://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/backnumber/GSI-menseki20220701.pdf
https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/toukeiR02.html
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相関の留意点
相関がほぼ同じ変数ということ・・・数字上
追加データ：自殺死亡率(N=47の紐づけ縦断データ)

Z）厚生労働省『令和４年版自殺対策白書』

２．研究方法 (２)留意点

460

470

480

490

500

510

520

530

540

550

560

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

小中受験者合計(左軸：人)

試験実施年のGDP(右軸：兆円)

460

470

480

490

500

510

520

530

540

550

560

0

5

10

15

20

25

30

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

自殺死亡率(10万人当たり人数)

試験実施年のGDP(右軸：兆円)

相関係数＝-0.88 相関係数＝-0.91

自殺率≒GDP≒GDP教採
受験者数

教採
受験者数≒自殺率

表面的な相関：疑似相関
：因果関係ではない相関

相関は因果ではないし、直接関係ない変数どおしも相関が
存在したりするので解釈や検討は慎重に！
ただし、景気(GDP)が時代的時期(偶然)か政令市増加(地方
分権化)に連動しているかどうかは判断が悩ましい

都道府県

0

5

10

15

20

25

30

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

都道府県の小中受験者（左,単位人)

自殺死亡率（10万人あたり)

0

5

10

15

20

25

30

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

政令市の小中受験者（左,単位人)

自殺死亡率（10万人あたり)

都道府県

政令市

相関係数＝0.77

相関係数＝-0.62

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/jisatsu/jisatsuhakusyo2022.html


11

３．結果と考察：思ったより基礎学力の相関変数は少ない

主に「学テ」中学国語A正答率との中程度の相関変数を太字で弱い相関変数を細字で【３．
結果と考察 (1)「学テ」正答率との相関変数リスト】に列挙する。なお，主要変数間以外に
強い相関は確認できなかった。概略として以下の５点をあげることができる。

県民生活に関わる要素としては“スポーツをしている”ことよりも“休養やすら

ぎ”であったり食事が規則正しくとれていることの正答率との相関が確認できる。

部活動については“部活動に所属していないこと”が負の相関であり，文化部所属率が

正答率との正の相関が確認できた。

子育て家庭の形態については核家族が負の相関であり,共働きで職に安定感が

あることが正答率との正の相関であることが確認できる。

生徒指導関係変数について正答率との相関については、いじめや不登校、校内暴

力等の発生率との相関が確認できず，コロナ回避長欠率(コロナ３回ワクチン接種と負の
相関を持つ)と負の相関が確認できた。

相関が確認できない変数群も多い。例えば、財政支出や寿命、犯罪率、

公園整備などである。これらは追加の分析の課題があるのかもしれない。
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中学国語A正答率と中程度以上の相関(相関係数)
休養・くつろぎ（％）(0.445) 夕食開始（％）(0.503) 文化部所属率
(0.454) 部活動に所属していない(-0.582) 同居子育て率(0.410)
核家族子育て率(-0.410) 同居家族あたりの正規子育て率(0.573) 同
居家族あたりの非正規子育て率(-0.535) 男60代有業率(0.477) 中
コロナ回避長欠率(-0.410)

中学国語A正答率と弱い相関(相関係数)
朝食開始(%)(0.396) 市人口/県人口(0.225) 町村人口/県人口(-0.225) 町村
人口密度(-0.347) 子育専念合計率(-0.231) 専念あたりの核家族(-0.344)

専念あたりの同居率(0.343) 核家族あたりの専念率(-0.205) 有業子育
合計率(0.231) 核家族あたりの有業(0.204) 同居あたりの有業(０．２００)

有業子育て正規率(0.279) 正規子育合計率(0.338) 核家族あたりの正
規子育て(0.261) 60代有業率(0.322) 女性既婚率(0.358) 既婚女性就業率
(0.275) 専業主婦率(-0.273)兼業主婦率(-0.215) 既婚仕事主(0.252) 小
中コロナ回避長欠率(-0.384)

３．結果と考察 (1)「学テ」正答率との相関変数リスト
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４．総合考察
概ね基礎学力は“宿題をする”や“忘れ物をしない”という生活・学習習慣によって確保しう
る課題である。N=47の相関という点を踏まえて仮説・推論的議論を行いたい。

学力とコロナ関連行動 学校生活習慣とワクチン接種率やコロナ回避長欠は

相関が強い。推論になるが学習もワクチンも登校も“義務ではなく権利”だが“現代社会を
生きる上で強く推奨される権利”という性質で類似する。“敢えて強く推奨される権利を
回避する”傾向がN=47の分析で相関となって表れたものと理解できる。より詳細な基礎
自治体や個人データの分析で“強く推奨される権利を回避する意識・行動”の法則性をよ
り詳細に検討することで学力向上の参考議論が可能となるかもしれない。

部活動は近年，「学校の多忙化の原因」として「便利な悪者」にされている観がある。基

礎学力におけるN=47の分析では“文化部所属率”が正の相関で，“部活動無所属率”が
負の相関であった。義務・公教育の部活動は“基礎学力の阻害要因” ではなく,“基礎学力
を含めた生活習慣の余裕のなさから部活動等の多忙感や負担感を高まる”と理解した方
が自然ともいえる。県民生活のレベルでは“スポーツ”自体よりも“くつろぎ”の実感が寿命
増などと相関があり，“競技・スポーツ”というよりは“健康な生活習慣確保”の文脈で部活
動・社会体育を理解することが基礎学力向上にもつながるとの仮説立が可能であろう。
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属率の関係(散布図)
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実態の関係(散布図)
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同居家族や就労の安定感 基礎学力をめぐるN＝４７分析において子育てに

おける家庭の形態を見れば，核家族では負の相関，同居家族で正の相関であった。また，
専業・兼業主婦の多さや就労していない状況は負の相関であり正規職の家庭において正
の相関であることが確認できる。県あたりの経済成長や民生費は無相関であるため,“子
育てにかける費用負担”よりも“親も子供も忙しく充実した生活習慣をおくるような家庭
が多いことが生活習慣としての基礎学力と連動している”との仮説を提案できる。

相関が確認できなかった諸要因公園整備などの社会教育に関する諸変

数や学校保健に関する諸変数、地方財政に関する諸変数、ほとんどの生徒指導に関する
諸変数、治安に関する諸変数は基礎学力と相関がみられなかった。
「財政などの無相関」については所得の再分配や教育の機会均等がN＝４７の範囲では機
能していることを示唆しているともいえる。逆に言えば，治安や財政，所得・経済成長,生
得的・家庭的な健康問題が基礎学力とはっきりした相関 が存在すれば“もともと差が存在
する学習・教育環境を放置している”という批判を行いえたわけであり，相関のなさが“環
境の差を放置せず基礎学力の機会均等を確保している”と理解できる。
「N＝４７で相関係数確認できない」ことで「因果・相関がない」といえないという論点もあ
る。例えば，「ソーシャルキャピタルのジレンマ」のように仲介変数が存在し曖昧になる場合
や可変的地域単位論での属性分けの必要(図表３、４群、３群)である。
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図表３．聞取りから得られた学校防災のソーシャルキャピタル例

図表４群．社会教育や児童福祉で散見
されるソーシャルキャピタルの例

N=47の分析では様々な要素や属性をあわせて大まかな変数
で概観することとなる。稲葉(2011)などで指摘されるソー
シャルキャピタル(社会関係資本)のジレンマ等の議論は一般的
に「よい」社会資本（インフラ）や人間関係のつながり(社会関係
資本)の投資も「悪影響」の因果の流れが潜在的に存在し関係性
を理解しにくくすることを示唆している。今後の課題である。

https://www.amazon.co.jp/%E3%82%BD%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%82%AD%E3%83%A3%E3%83%94%E3%82%BF%E3%83%AB%E5%85%A5%E9%96%80-%E5%AD%A4%E7%AB%8B%E3%81%8B%E3%82%89%E7%B5%86%E3%81%B8-%E4%B8%AD%E5%85%AC%E6%96%B0%E6%9B%B8-%E7%A8%B2%E8%91%89-%E9%99%BD%E4%BA%8C/dp/412102138X/ref=sr_1_1?adgrpid=68238845213&gclid=CjwKCAiA76-dBhByEiwAA0_s9VRGzqVBmXdLqoU_zj69-1k5FQ8zLIkXgyCJ_8nV0wnYchkGEYFrtRoCHb4QAvD_BwE&hvadid=618690271352&hvdev=c&hvlocphy=1009637&hvnetw=g&hvqmt=b&hvrand=1439154170897052504&hvtargid=kwd-699622417667&hydadcr=3415_13606184&jp-ad-ap=0&keywords=%E3%82%BD%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%AB%E3%82%AD%E3%83%A3%E3%83%94%E3%82%BF%E3%83%AB+%E7%A8%B2%E8%91%89&qid=1672287015&sr=8-1
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図２．より小さいレベルで見たら相関が出てきたりもする。 

   逆に相関があり得ることもある。 
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資料12
Robinson(1950)の生態学的錯誤と対策

としての可変的地域単位論を可能とす
るマルチレベル分析(12) ⑥イ

例えば州・国といったよりマクロな
レベルので相関が確認できなくて
も・・・

よりミクロなレベルの単位(市町村
等)で見ると個々に相関がある。つ
まり複数のレベルの単位をデータと
して保存した分析の有益性。

資料13
新しい縦断的変数の分析手法パネルデータ分析 ⑥イ

 
 

資料14
パネルデータ分析の縦断的検討の正確性 ⑥イ

図表５群．生態学的錯誤など「一見、相関がなくとも属性、縦断で詳しく見る必要の例」

N=47の分析では様々な要素や属性をあわせて大
まかな変数で概観することとなる。地域研究などを
した場合,大きな地域（例えば県）では相関がなくと
も,中程度の地域（例えば市町村）では相関が出るこ
ともある。このような課題にはマルチレベル分析な
どが有益である。さらに、属性や個体を縦断的に紐
づけて平均化などをせずに個々の因果を整理して
から効果的な区分けを整理する分析などが近年、注
目されている。今後の課題である。


